
様式第 1 号（第 7 条関係）  

平成３０年１１月３０日  

 

小 山 市 長 

申請者  住   所  

氏   名  

生年月日      年  月  日 

電話番号  

 

小山市ブロック塀等安全対策工事補助金交付申請書  

 

小山市ブロック塀等安全対策工事補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて

次のとおり申請します。なお、申請にあたり、市税の納付状況について小山市の定めによる

調査をすることに異議はありません。 

 

ブロック塀等の所在地 小山市 中央町 1 丁目○番○ 

ブ ロ ック 塀等 の種類 
☑ 補強コンクリートブロック造 
□ 組積造 

通 学 路 
□ 面していない 
☑ 面している 

工 事 の 区 分 
□ ブロック塀等を撤去 
☑ ブロック塀等を撤去し、軽量な塀等を設置 

工事の対象となる塀等の長さ 撤 去 １２．２５ ｍ  
設 置 

(撤去の長さ以内) 
９．２５ ｍ 

工 事 請 負 者 
 

（ 市 内 業 者 ） 

所在地 小山市○○○ 

会社名 ○○○会社 

補助対象工事に係る経費 ５１７，０００ 円 （内、撤去費 １２，５０００ 円） 

交 付 申 請 額 ３５８，０００ 円 

工 事 予 定 期 間 令和 元 年 ５月１５日 ～ 令和 元 年 ６月１０日 

【添付書類】  

⑴  土地又は建物の登記事項証明書等のブロック塀等の所有を証する書類㊢  

⑵  委任状（代理人が申請を行う場合）  

⑶  県税、国税の完納証明書又は納税証明書（直近１年分） 

⑷  点検表（別表第１又は別表第２）  

⑸  ブロック塀等の現況写真  

⑹  見積書及び明細書㊢  

⑺  案内図  

⑻  ブロック塀等の配置図  

⑼  軽量な塀等の仕様及び設置位置が確認できる図面等（軽量な塀等を設置する場合） 

⑽  事前協議 (道路後退 )の完了書類㊢ (法第 42 条第 2 項に面する場合） 

⑾  その他市長が必要と認める書類  

小数点第２位まで記入 

工事請負者の見積額（税込） 

記入例 

住居表示ではなく、地番表示で記入 

建築指導課にて確認できます 

補助金交付要綱の別表第３を参照して算出してください。 
※条件によって算出方法及び補助限度額が異なりますので、ご注意ください。 
※不明な場合は、建築指導課でも算出できますので、提出時にご相談ください。 
 
【記入例の場合の算定】 

・通学路に面しており、工事区分が「撤去及び軽量な塀等の設置」である。 

・よって計算式は「次の①又は②の内いずれか少ない額」×「補助率 3/4」となり、 

補助限度額は 45 万円となる。 

・上記計算式に用いる①と②は以下の通り。 

①補助対象工事に係る経費（見積額） ＝ 517,000 円 

  ②3.9 万円×「工事の対象となる塀の長さ」＝3.9 万円×12.25ｍ ＝ 477,750 円 

・以上より、算定式は 477,750 円×3/4 ＝ 358,312 円 → 358,000 円（千円未満切捨） 

・358,000 円は上限額（450,000 円）以下につき、交付申請額は 358,000 円となる。 

印 


